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日本国憲法  

発令    ：昭和 21年 11月 3日公布昭和 22年 5月 3日施行 

最終改正：昭和 21年 11月 3日公布昭和 22年 5月 3日施行 

改正内容：昭和 21年 11月 3日公布昭和 22年 5月 3日施行[昭和 22年 5月 3日] 

 

○日本国憲法 

〔昭和二十一年十一月三日公布昭和二十二年五月三日施行〕 

朕は、日本国民の総意に基いて、新日本建設の礎が、定まるに至つたことを、深くよ

ろこび、枢密顧問の諮詢及び帝国憲法第七十三条による帝国議会の議決を経た帝国憲法

の改正を裁可し、ここにこれを公布せしめる。 

御 名 御 璽 

昭和二十一年十一月三日 

内閣総理大臣兼／外 務 大 臣  吉田 茂 

国 務 大 臣男爵幣原喜重郎 

司 法 大 臣  木村篤太郎 

内 務 大 臣  大村清一 

文 部 大 臣  田中耕太郎 

農 林 大 臣  和田博雄 

国 務 大 臣  斎藤隆夫 

逓 信 大 臣  一松定吉 

商 工 大 臣  星島二郎 

厚 生 大 臣  河合良成 

国 務 大 臣  植原悦二郎 

運 輸 大 臣  平塚常次郎 

大 蔵 大 臣  石橋湛山 

国 務 大 臣  金森徳次郎 

国 務 大 臣  膳 桂之助 

日本国憲法 

日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれら

の子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす

恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを

決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政

は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、その権力は国民

の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理で

あり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、

法令及び詔勅を排除する。 
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日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚

するのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を

保持しようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から

永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。わ

れらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利

を有することを確認する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないの

であつて、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主

権を維持し、他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。 

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成すること

を誓ふ。 

第一章 天皇 

〔天皇の地位と主権在民〕 

第一条 天皇は、日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であつて、この地位は、主権

の存する日本国民の総意に基く。 

〔皇位の世襲〕 

第二条 皇位は、世襲のものであつて、国会の議決した皇室典範の定めるところにより、

これを継承する。 

〔内閣の助言と承認及び責任〕 

第三条 天皇の国事に関するすべての行為には、内閣の助言と承認を必要とし、内閣が、

その責任を負ふ。 

〔天皇の権能と権能行使の委任〕 

第四条 天皇は、この憲法の定める国事に関する行為のみを行ひ、国政に関する権能を

有しない。 

② 天皇は、法律の定めるところにより、その国事に関する行為を委任することができ

る。 

〔摂政〕 

第五条 皇室典範の定めるところにより摂政を置くときは、摂政は、天皇の名でその国

事に関する行為を行ふ。この場合には、前条第一項の規定を準用する。 

〔天皇の任命行為〕 

第六条 天皇は、国会の指名に基いて、内閣総理大臣を任命する。 

② 天皇は、内閣の指名に基いて、最高裁判所の長たる裁判官を任命する。 

〔天皇の国事行為〕 

第七条 天皇は、内閣の助言と承認により、国民のために、左の国事に関する行為を行

ふ。 

一 憲法改正、法律、政令及び条約を公布すること。 
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二 国会を召集すること。 

三 衆議院を解散すること。 

四 国会議員の総選挙の施行を公示すること。 

五 国務大臣及び法律の定めるその他の官吏の任免並びに全権委任状及び大使及び

公使の信任状を認証すること。 

六 大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を認証すること。 

七 栄典を授与すること。 

八 批准書及び法律の定めるその他の外交文書を認証すること。 

九 外国の大使及び公使を接受すること。 

十 儀式を行ふこと。 

〔財産授受の制限〕 

第八条 皇室に財産を譲り渡し、又は皇室が、財産を譲り受け、若しくは賜与すること

は、国会の議決に基かなければならない。 

第二章 戦争の放棄 

〔戦争の放棄と戦力及び交戦権の否認〕 

第九条 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動た

る戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永

久にこれを放棄する。 

② 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦

権は、これを認めない。 

第三章 国民の権利及び義務 

〔国民たる要件〕 

第十条 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。 

〔基本的人権〕 

第十一条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障

する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与

へられる。 

〔自由及び権利の保持義務と公共福祉性〕 

第十二条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、こ

れを保持しなければならない。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、

常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ。 

〔個人の尊重と公共の福祉〕 

第十三条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国

民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の

尊重を必要とする。 

〔平等原則、貴族制度の否認及び栄典の限界〕 
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第十四条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は

門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

② 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 

③ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現に

これを有し、又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。 

〔公務員の選定罷免権、公務員の本質、普通選挙の保障及び投票秘密の保障〕 

第十五条 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。 

② すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。 

③ 公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障する。 

④ すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはならない。選挙人は、その選択

に関し公的にも私的にも責任を問はれない。 

〔請願権〕 

第十六条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は

改正その他の事項に関し、平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたた

めにいかなる差別待遇も受けない。 

〔公務員の不法行為による損害の賠償〕 

第十七条 何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたときは、法律の定めるとこ

ろにより、国又は公共団体に、その賠償を求めることができる。 

〔奴隷的拘束及び苦役の禁止〕 

第十八条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯罪に因る処罰の場合を除い

ては、その意に反する苦役に服させられない。 

〔思想及び良心の自由〕 

第十九条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 

〔信教の自由〕 

第二十条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国か

ら特権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。 

② 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。 

③ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。 

〔集会、結社及び表現の自由と通信秘密の保護〕 

第二十一条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。 

② 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。 

〔居住、移転、職業選択、外国移住及び国籍離脱の自由〕 

第二十二条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有

する。 

② 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。 

〔学問の自由〕 
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第二十三条 学問の自由は、これを保障する。 

〔家族関係における個人の尊厳と両性の平等〕 

第二十四条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有すること

を基本として、相互の協力により、維持されなければならない。 

② 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその

他の事項に関しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定され

なければならない。 

〔生存権及び国民生活の社会的進歩向上に努める国の義務〕 

第二十五条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

② 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増

進に努めなければならない。 

〔教育を受ける権利と受けさせる義務〕 

第二十六条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく

教育を受ける権利を有する。 

② すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさ

せる義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。 

〔勤労の権利と義務、勤労条件の基準及び児童酷使の禁止〕 

第二十七条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

② 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。 

③ 児童は、これを酷使してはならない。 

〔勤労者の団結権及び団体行動権〕 

第二十八条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これ

を保障する。 

〔財産権〕 

第二十九条 財産権は、これを侵してはならない。 

② 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。 

③ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。 

〔納税の義務〕 

第三十条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 

〔生命及び自由の保障と科刑の制約〕 

第三十一条 何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪は

れ、又はその他の刑罰を科せられない。 

〔裁判を受ける権利〕 

第三十二条 何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 

〔逮捕の制約〕 

第三十三条 何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、権限を有する司法官憲
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が発し、且つ理由となつてゐる犯罪を明示する令状によらなければ、逮捕されない。 

〔抑留及び拘禁の制約〕 

第三十四条 何人も、理由を直ちに告げられ、且つ、直ちに弁護人に依頼する権利を与

へられなければ、抑留又は拘禁されない。又、何人も、正当な理由がなければ、拘禁

されず、要求があれば、その理由は、直ちに本人及びその弁護人の出席する公開の法

廷で示されなければならない。 

〔侵入、捜索及び押収の制約〕 

第三十五条 何人も、その住居、書類及び所持品について、侵入、捜索及び押収を受け

ることのない権利は、第三十三条の場合を除いては、正当な理由に基いて発せられ、

且つ捜索する場所及び押収する物を明示する令状がなければ、侵されない。 

② 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。 

〔拷問及び残虐な刑罰の禁止〕 

第三十六条 公務員による拷問及び残虐な刑罰は、絶対にこれを禁ずる。 

〔刑事被告人の権利〕 

第三十七条 すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速な公開裁判を

受ける権利を有する。 

② 刑事被告人は、すべての証人に対して審問する機会を充分に与へられ、又、公費で

自己のために強制的手続により証人を求める権利を有する。 

③ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を依頼することができる。

被告人が自らこれを依頼することができないときは、国でこれを附する。 

〔自白強要の禁止と自白の証拠能力の限界〕 

第三十八条 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。 

② 強制、拷問若しくは脅迫による自白又は不当に長く抑留若しくは拘禁された後の自

白は、これを証拠とすることができない。 

③ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には、有罪とされ、又

は刑罰を科せられない。 

〔遡及処罰、二重処罰等の禁止〕 

第三十九条 何人も、実行の時に適法であつた行為又は既に無罪とされた行為について

は、刑事上の責任を問はれない。又、同一の犯罪について、重ねて刑事上の責任を問

はれない。 

〔刑事補償〕 

第四十条 何人も、抑留又は拘禁された後、無罪の裁判を受けたときは、法律の定める

ところにより、国にその補償を求めることができる。 

第四章 国会 

〔国会の地位〕 

第四十一条 国会は、国権の最高機関であつて、国の唯一の立法機関である。 
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〔二院制〕 

第四十二条 国会は、衆議院及び参議院の両議院でこれを構成する。 

〔両議院の組織〕 

第四十三条 両議院は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する。 

② 両議院の議員の定数は、法律でこれを定める。 

〔議員及び選挙人の資格〕 

第四十四条 両議院の議員及びその選挙人の資格は、法律でこれを定める。但し、人種、

信条、性別、社会的身分、門地、教育、財産又は収入によつて差別してはならない。 

〔衆議院議員の任期〕 

第四十五条 衆議院議員の任期は、四年とする。但し、衆議院解散の場合には、その期

間満了前に終了する。 

〔参議院議員の任期〕 

第四十六条 参議院議員の任期は、六年とし、三年ごとに議員の半数を改選する。 

〔議員の選挙〕 

第四十七条 選挙区、投票の方法その他両議院の議員の選挙に関する事項は、法律でこ

れを定める。 

〔両議院議員相互兼職の禁止〕 

第四十八条 何人も、同時に両議院の議員たることはできない。 

〔議員の歳費〕 

第四十九条 両議院の議員は、法律の定めるところにより、国庫から相当額の歳費を受

ける。 

〔議員の不逮捕特権〕 

第五十条 両議院の議員は、法律の定める場合を除いては、国会の会期中逮捕されず、

会期前に逮捕された議員は、その議院の要求があれば、会期中これを釈放しなければ

ならない。 

〔議員の発言表決の無答責〕 

第五十一条 両議院の議員は、議院で行つた演説、討論又は表決について、院外で責任

を問はれない。 

〔常会〕 

第五十二条 国会の常会は、毎年一回これを召集する。 

〔臨時会〕 

第五十三条 内閣は、国会の臨時会の召集を決定することができる。いづれかの議院の

総議員の四分の一以上の要求があれば、内閣は、その召集を決定しなければならない。 

〔総選挙、特別会及び緊急集会〕 

第五十四条 衆議院が解散されたときは、解散の日から四十日以内に、衆議院議員の総

選挙を行ひ、その選挙の日から三十日以内に、国会を召集しなければならない。 
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② 衆議院が解散されたときは、参議院は、同時に閉会となる。但し、内閣は、国に緊

急の必要があるときは、参議院の緊急集会を求めることができる。 

③ 前項但書の緊急集会において採られた措置は、臨時のものであつて、次の国会開会

の後十日以内に、衆議院の同意がない場合には、その効力を失ふ。 

〔資格争訟〕 

第五十五条 両議院は、各々その議員の資格に関する争訟を裁判する。但し、議員の議

席を失はせるには、出席議員の三分の二以上の多数による議決を必要とする。 

〔議事の定足数と過半数議決〕 

第五十六条 両議院は、各々その総議員の三分の一以上の出席がなければ、議事を開き

議決することができない。 

② 両議院の議事は、この憲法に特別の定のある場合を除いては、出席議員の過半数で

これを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

〔会議の公開と会議録〕 

第五十七条 両議院の会議は、公開とする。但し、出席議員の三分の二以上の多数で議

決したときは、秘密会を開くことができる。 

② 両議院は、各々その会議の記録を保存し、秘密会の記録の中で特に秘密を要すると

認められるもの以外は、これを公表し、且つ一般に頒布しなければならない。 

③ 出席議員の五分の一以上の要求があれば、各議員の表決は、これを会議録に記載し

なければならない。 

〔役員の選任及び議院の自律権〕 

第五十八条 両議院は、各々その議長その他の役員を選任する。 

② 両議院は、各々その会議その他の手続及び内部の規律に関する規則を定め、又、院

内の秩序をみだした議員を懲罰することができる。但し、議員を除名するには、出席

議員の三分の二以上の多数による議決を必要とする。 

〔法律の成立〕 

第五十九条 法律案は、この憲法に特別の定のある場合を除いては、両議院で可決した

とき法律となる。 

② 衆議院で可決し、参議院でこれと異なつた議決をした法律案は、衆議院で出席議員

の三分の二以上の多数で再び可決したときは、法律となる。 

③ 前項の規定は、法律の定めるところにより、衆議院が、両議院の協議会を開くこと

を求めることを妨げない。 

④ 参議院が、衆議院の可決した法律案を受け取つた後、国会休会中の期間を除いて六

十日以内に、議決しないときは、衆議院は、参議院がその法律案を否決したものとみ

なすことができる。 

〔衆議院の予算先議権及び予算の議決〕 

第六十条 予算は、さきに衆議院に提出しなければならない。 
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② 予算について、参議院で衆議院と異なつた議決をした場合に、法律の定めるところ

により、両議院の協議会を開いても意見が一致しないとき、又は参議院が、衆議院の

可決した予算を受け取つた後、国会休会中の期間を除いて三十日以内に、議決しない

ときは、衆議院の議決を国会の議決とする。 

〔条約締結の承認〕 

第六十一条 条約の締結に必要な国会の承認については、前条第二項の規定を準用する。 

〔議院の国政調査権〕 

第六十二条 両議院は、各々国政に関する調査を行ひ、これに関して、証人の出頭及び

証言並びに記録の提出を要求することができる。 

〔国務大臣の出席〕 

第六十三条 内閣総理大臣その他の国務大臣は、両議院の一に議席を有すると有しない

とにかかはらず、何時でも議案について発言するため議院に出席することができる。

又、答弁又は説明のため出席を求められたときは、出席しなければならない。 

〔弾劾裁判所〕 

第六十四条 国会は、罷免の訴追を受けた裁判官を裁判するため、両議院の議員で組織

する弾劾裁判所を設ける。 

② 弾劾に関する事項は、法律でこれを定める。 

第五章 内閣 

〔行政権の帰属〕 

第六十五条 行政権は、内閣に属する。 

〔内閣の組織と責任〕 

第六十六条 内閣は、法律の定めるところにより、その首長たる内閣総理大臣及びその

他の国務大臣でこれを組織する。 

② 内閣総理大臣その他の国務大臣は、文民でなければならない。 

③ 内閣は、行政権の行使について、国会に対し連帯して責任を負ふ。 

〔内閣総理大臣の指名〕 

第六十七条 内閣総理大臣は、国会議員の中から国会の議決で、これを指名する。この

指名は、他のすべての案件に先だつて、これを行ふ。 

② 衆議院と参議院とが異なつた指名の議決をした場合に、法律の定めるところにより、

両議院の協議会を開いても意見が一致しないとき、又は衆議院が指名の議決をした後、

国会休会中の期間を除いて十日以内に、参議院が、指名の議決をしないときは、衆議

院の議決を国会の議決とする。 

〔国務大臣の任免〕 

第六十八条 内閣総理大臣は、国務大臣を任命する。但し、その過半数は、国会議員の

中から選ばれなければならない。 

② 内閣総理大臣は、任意に国務大臣を罷免することができる。 
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〔不信任決議と解散又は総辞職〕 

第六十九条 内閣は、衆議院で不信任の決議案を可決し、又は信任の決議案を否決した

ときは、十日以内に衆議院が解散されない限り、総辞職をしなければならない。 

〔内閣総理大臣の欠缺又は総選挙施行による総辞職〕 

第七十条 内閣総理大臣が欠けたとき、又は衆議院議員総選挙の後に初めて国会の召集

があつたときは、内閣は、総辞職をしなければならない。 

〔総辞職後の職務続行〕 

第七十一条 前二条の場合には、内閣は、あらたに内閣総理大臣が任命されるまで引き

続きその職務を行ふ。 

〔内閣総理大臣の職務権限〕 

第七十二条 内閣総理大臣は、内閣を代表して議案を国会に提出し、一般国務及び外交

関係について国会に報告し、並びに行政各部を指揮監督する。 

〔内閣の職務権限〕 

第七十三条 内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。 

一 法律を誠実に執行し、国務を総理すること。 

二 外交関係を処理すること。 

三 条約を締結すること。但し、事前に、時宜によつては事後に、国会の承認を経る

ことを必要とする。 

四 法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。 

五 予算を作成して国会に提出すること。 

六 この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定すること。但し、政令に

は、特にその法律の委任がある場合を除いては、罰則を設けることができない。 

七 大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定すること。 

〔法律及び政令への署名と連署〕 

第七十四条 法律及び政令には、すべて主任の国務大臣が署名し、内閣総理大臣が連署

することを必要とする。 

〔国務大臣訴追の制約〕 

第七十五条 国務大臣は、その在任中、内閣総理大臣の同意がなければ、訴追されない。

但し、これがため、訴追の権利は、害されない。 

第六章 司法 

〔司法権の機関と裁判官の職務上の独立〕 

第七十六条 すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところにより設置する下級

裁判所に属する。 

② 特別裁判所は、これを設置することができない。行政機関は、終審として裁判を行

ふことができない。 

③ すべて裁判官は、その良心に従ひ独立してその職権を行ひ、この憲法及び法律にの
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み拘束される。 

〔最高裁判所の規則制定権〕 

第七十七条 最高裁判所は、訴訟に関する手続、弁護士、裁判所の内部規律及び司法事

務処理に関する事項について、規則を定める権限を有する。 

② 検察官は、最高裁判所の定める規則に従はなければならない。 

③ 最高裁判所は、下級裁判所に関する規則を定める権限を、下級裁判所に委任するこ

とができる。 

〔裁判官の身分の保障〕 

第七十八条 裁判官は、裁判により、心身の故障のために職務を執ることができないと

決定された場合を除いては、公の弾劾によらなければ罷免されない。裁判官の懲戒処

分は、行政機関がこれを行ふことはできない。 

〔最高裁判所の構成及び裁判官任命の国民審査〕 

第七十九条 最高裁判所は、その長たる裁判官及び法律の定める員数のその他の裁判官

でこれを構成し、その長たる裁判官以外の裁判官は、内閣でこれを任命する。 

② 最高裁判所の裁判官の任命は、その任命後初めて行はれる衆議院議員総選挙の際国

民の審査に付し、その後十年を経過した後初めて行はれる衆議院議員総選挙の際更に

審査に付し、その後も同様とする。 

③ 前項の場合において、投票者の多数が裁判官の罷免を可とするときは、その裁判官

は、罷免される。 

④ 審査に関する事項は、法律でこれを定める。 

⑤ 最高裁判所の裁判官は、法律の定める年齢に達した時に退官する。 

⑥ 最高裁判所の裁判官は、すべて定期に相当額の報酬を受ける。この報酬は、在任中、

これを減額することができない。 

〔下級裁判所の裁判官〕 

第八十条 下級裁判所の裁判官は、最高裁判所の指名した者の名簿によつて、内閣でこ

れを任命する。その裁判官は、任期を十年とし、再任されることができる。但し、法

律の定める年齢に達した時には退官する。 

② 下級裁判所の裁判官は、すべて定期に相当額の報酬を受ける。この報酬は、在任中、

これを減額することができない。 

〔最高裁判所の法令審査権〕 

第八十一条 最高裁判所は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適合するかしな

いかを決定する権限を有する終審裁判所である。 

〔対審及び判決の公開〕 

第八十二条 裁判の対審及び判決は、公開法廷でこれを行ふ。 

② 裁判所が、裁判官の全員一致で、公の秩序又は善良の風俗を害する虞があると決し

た場合には、対審は、公開しないでこれを行ふことができる。但し、政治犯罪、出版



【参考資料８】 

①  
 

 

に関する犯罪又はこの憲法第三章で保障する国民の権利が問題となつてゐる事件の

対審は、常にこれを公開しなければならない。 

第七章 財政 

〔財政処理の要件〕 

第八十三条 国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行使しなければ

ならない。 

〔課税の要件〕 

第八十四条 あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定

める条件によることを必要とする。 

〔国費支出及び債務負担の要件〕 

第八十五条 国費を支出し、又は国が債務を負担するには、国会の議決に基くことを必

要とする。 

〔予算の作成〕 

第八十六条 内閣は、毎会計年度の予算を作成し、国会に提出して、その審議を受け議

決を経なければならない。 

〔予備費〕 

第八十七条 予見し難い予算の不足に充てるため、国会の議決に基いて予備費を設け、

内閣の責任でこれを支出することができる。 

② すべて予備費の支出については、内閣は、事後に国会の承諾を得なければならない。 

〔皇室財産及び皇室費用〕 

第八十八条 すべて皇室財産は、国に属する。すべて皇室の費用は、予算に計上して国

会の議決を経なければならない。 

〔公の財産の用途制限〕 

第八十九条 公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しく

は維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これ

を支出し、又はその利用に供してはならない。 

〔会計検査〕 

第九十条 国の収入支出の決算は、すべて毎年会計検査院がこれを検査し、内閣は、次

の年度に、その検査報告とともに、これを国会に提出しなければならない。 

② 会計検査院の組織及び権限は、法律でこれを定める。 

〔財政状況の報告〕 

第九十一条 内閣は、国会及び国民に対し、定期に、少くとも毎年一回、国の財政状況

について報告しなければならない。 

第八章 地方自治 

〔地方自治の本旨の確保〕 

第九十二条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、
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法律でこれを定める。 

〔地方公共団体の機関〕 

第九十三条 地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議会

を設置する。 

② 地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、その地方公

共団体の住民が、直接これを選挙する。 

〔地方公共団体の権能〕 

第九十四条 地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する

権能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる。 

〔一の地方公共団体のみに適用される特別法〕 

第九十五条 一の地方公共団体のみに適用される特別法は、法律の定めるところにより、

その地方公共団体の住民の投票においてその過半数の同意を得なければ、国会は、こ

れを制定することができない。 

第九章 改正 

〔憲法改正の発議、国民投票及び公布〕 

第九十六条 この憲法の改正は、各議院の総議員の三分の二以上の賛成で、国会が、こ

れを発議し、国民に提案してその承認を経なければならない。この承認には、特別の

国民投票又は国会の定める選挙の際行はれる投票において、その過半数の賛成を必要

とする。 

② 憲法改正について前項の承認を経たときは、天皇は、国民の名で、この憲法と一体

を成すものとして、直ちにこれを公布する。 

第十章 最高法規 

〔基本的人権の由来特質〕 

第九十七条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲

得の努力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試錬に堪へ、現在及び将来の

国民に対し、侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。 

〔憲法の最高性と条約及び国際法規の遵守〕 

第九十八条 この憲法は、国の最高法規であつて、その条規に反する法律、命令、詔勅

及び国務に関するその他の行為の全部又は一部は、その効力を有しない。 

② 日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠実に遵守することを必

要とする。 

〔憲法尊重擁護の義務〕 

第九十九条 天皇又は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲

法を尊重し擁護する義務を負ふ。 

第十一章 補則 

〔施行期日と施行前の準備行為〕 
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第百条 この憲法は、公布の日から起算して六箇月を経過した日から、これを施行する。 

② この憲法を施行するために必要な法律の制定、参議院議員の選挙及び国会召集の手

続並びにこの憲法を施行するために必要な準備手続は、前項の期日よりも前に、これ

を行ふことができる。 

〔参議院成立前の国会〕 

第百一条 この憲法施行の際、参議院がまだ成立してゐないときは、その成立するまで

の間、衆議院は、国会としての権限を行ふ。 

〔参議院議員の任期の経過的特例〕 

第百二条 この憲法による第一期の参議院議員のうち、その半数の者の任期は、これを

三年とする。その議員は、法律の定めるところにより、これを定める。 

〔公務員の地位に関する経過規定〕 

第百三条 この憲法施行の際現に在職する国務大臣、衆議院議員及び裁判官並びにその

他の公務員で、その地位に相応する地位がこの憲法で認められてゐる者は、法律で特

別の定をした場合を除いては、この憲法施行のため、当然にはその地位を失ふことは

ない。但し、この憲法によつて、後任者が選挙又は任命されたときは、当然その地位

を失ふ。 
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

発令    ：平成 25年 6月 26日号外法律第 65号 

最終改正：令和 4年 6月 17日号外法律第 68号 

改正内容：令和 4年 6月 17日号外法律第 68号[令和 4年 6月 17 日] 

 

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

〔平成二十五年六月二十六日号外法律第六十五号〕 

〔総理大臣署名〕 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律をここに公布する。 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

目次 

第一章 総則（第一条―第五条） 

第二章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（第六条） 

第三章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措

置（第七条―第十三条） 

第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置（第十四条―第二十条） 

第五章 雑則（第二十一条―第二十四条） 

第六章 罰則（第二十五条・第二十六条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念に

のっとり、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人と

してその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有するこ

とを踏まえ、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等

及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めることに

より、障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によ

って分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の

実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機

能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁に

より継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁とな
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るような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

三 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体（地方公営企業法（昭

和二十七年法律第二百九十二号）第三章の規定の適用を受ける地方公共団体の経営

する企業を除く。第七号、第十条及び附則第四条第一項において同じ。）及び地方

独立行政法人をいう。 

四 国の行政機関 次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の

下に置かれる機関 

ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条

第一項及び第二項に規定する機関（これらの機関のうちニの政令で定める機関が

置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

ハ 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関

（ホの政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除

く。） 

ニ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二十二年法律第

七十号）第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮

内庁法第十八条第一項において準用する場合を含む。）の特別の機関で、政令で

定めるもの 

ホ 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の機関で、

政令で定めるもの 

ヘ 会計検査院 

五 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 

イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項

に規定する独立行政法人をいう。ロにおいて同じ。） 

ロ 法律により直接に設立された法人、特別の法律により特別の設立行為をもって

設立された法人（独立行政法人を除く。）又は特別の法律により設立され、かつ、

その設立に関し行政庁の認可を要する法人のうち、政令で定めるもの 

六 地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第

一項に規定する地方独立行政法人（同法第二十一条第三号に掲げる業務を行うもの

を除く。）をいう。 

七 事業者 商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地

方独立行政法人を除く。）をいう。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の

解消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（国民の責務） 
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第四条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解消が

重要であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなけ

ればならない。 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備） 

第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的

な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員

に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。 

第二章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針 

第六条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ一体的

に実施するため、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（以下「基本

方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向 

二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基

本的な事項 

三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的

な事項 

四 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、障害者そ

の他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、障害者政策委

員会の意見を聴かなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本

方針を公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

第三章 行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するため

の措置 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者で

ない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはなら

ない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除

去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過

重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性

別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的

な配慮をしなければならない。 
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（事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当

な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないとき

は、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び

障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をする

ように努めなければならない。 

（国等職員対応要領） 

第九条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即して、第七条に規定す

る事項に関し、当該国の行政機関及び独立行政法人等の職員が適切に対応するために

必要な要領（以下この条及び附則第三条において「国等職員対応要領」という。）を

定めるものとする。 

２ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めようとするとき

は、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じ

なければならない。 

３ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めたときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

４ 前二項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。 

（地方公共団体等職員対応要領） 

第十条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第七条に規

定する事項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対

応するために必要な要領（以下この条及び附則第四条において「地方公共団体等職員

対応要領」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定め

ようとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定め

たときは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。 

４ 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等職員対応要

領の作成に協力しなければならない。 

５ 前三項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。 

（事業者のための対応指針） 

第十一条 主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項に関し、事業者が適

切に対応するために必要な指針（以下「対応指針」という。）を定めるものとする。 

２ 第九条第二項から第四項までの規定は、対応指針について準用する。 
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（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第十二条 主務大臣は、第八条の規定の施行に関し、特に必要があると認めるときは、

対応指針に定める事項について、当該事業者に対し、報告を求め、又は助言、指導若

しくは勧告をすることができる。 

（事業主による措置に関する特例） 

第十三条 行政機関等及び事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害を

理由とする差別を解消するための措置については、障害者の雇用の促進等に関する法

律（昭和三十五年法律第百二十三号）の定めるところによる。 

第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置 

（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第十四条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理

由とする差別に関する相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する

紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。 

（啓発活動） 

第十五条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と

理解を深めるとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解

消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第十六条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、国内外に

おける障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及

び提供を行うものとする。 

（障害者差別解消支援地域協議会） 

第十七条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障害者の自

立と社会参加に関連する分野の事務に従事するもの（以下この項及び次条第二項にお

いて「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域において関係機関が行う障

害を理由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由と

する差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成さ

れる障害者差別解消支援地域協議会（以下「協議会」という。）を組織することがで

きる。 

２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機関は、必要があると認

めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができる。 

一 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営

利活動法人その他の団体 

二 学識経験者 

三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者 

（協議会の事務等） 
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第十八条 協議会は、前条第一項の目的を達するため、必要な情報を交換するとともに、

障害者からの相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消

するための取組に関する協議を行うものとする。 

２ 関係機関及び前条第二項の構成員（次項において「構成機関等」という。）は、前

項の協議の結果に基づき、当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解

消するための取組を行うものとする。 

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めると

き、又は構成機関等が行う相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする

差別を解消するための取組に関し他の構成機関等から要請があった場合において必

要があると認めるときは、構成機関等に対し、相談を行った障害者及び差別に係る事

案に関する情報の提供、意見の表明その他の必要な協力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、

その旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第十九条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理

由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十条 前三条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協

議会が定める。 

第五章 雑則 

（主務大臣） 

第二十一条 この法律における主務大臣は、対応指針の対象となる事業者の事業を所管

する大臣又は国家公安委員会とする。 

（地方公共団体が処理する事務） 

第二十二条 第十二条に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところ

により、地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。 

（権限の委任） 

第二十三条 この法律の規定により主務大臣の権限に属する事項は、政令で定めるとこ

ろにより、その所属の職員に委任することができる。 

（政令への委任） 

第二十四条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令

で定める。 

第六章 罰則 

第二十五条 第十九条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金

に処する。 
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第二十六条 第十二条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円

以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次条から附則第六

条までの規定は、公布の日から施行する。 

（基本方針に関する経過措置） 

第二条 政府は、この法律の施行前においても、第六条の規定の例により、基本方針を

定めることができる。この場合において、内閣総理大臣は、この法律の施行前におい

ても、同条の規定の例により、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた基本方針は、この法律の施行の日において第六条の規

定により定められたものとみなす。 

（国等職員対応要領に関する経過措置） 

第三条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、この法律の施行前においても、第九

条の規定の例により、国等職員対応要領を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた国等職員対応要領は、この法律の施行の日において第

九条の規定により定められたものとみなす。 

（地方公共団体等職員対応要領に関する経過措置） 

第四条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、この法律の施行前においても、

第十条の規定の例により、地方公共団体等職員対応要領を定め、これを公表すること

ができる。 

２ 前項の規定により定められた地方公共団体等職員対応要領は、この法律の施行の日

において第十条の規定により定められたものとみなす。 

（対応指針に関する経過措置） 

第五条 主務大臣は、この法律の施行前においても、第十一条の規定の例により、対応

指針を定め、これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められた対応指針は、この法律の施行の日において第十一条の

規定により定められたものとみなす。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政

令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、第八条第二項に規定

する社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮の在り方その他この

法律の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に応じ

て所要の見直しを行うものとする。 
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（障害者基本法の一部改正） 

第八条 障害者基本法の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（内閣府設置法の一部改正） 

第九条 内閣府設置法の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔令和三年六月四日法律第五六号〕 

この法律は、公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号。以下「刑法

等一部改正法」という。）及びこの法律（以下「刑法等一部改正法等」という。）の施

行前にした行為の処罰については、次章に別段の定めがあるもののほか、なお従前の

例による。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に対して、他の法律の規定によりなお従前

の例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の法

律の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑

（刑法施行法第十九条第一項の規定又は第八十二条の規定による改正後の沖縄の復

帰に伴う特別措置に関する法律第二十五条第四項の規定の適用後のものを含む。）に

刑法等一部改正法第二条の規定による改正前の刑法（明治四十年法律第四十五号。以

下この項において「旧刑法」という。）第十二条に規定する懲役（以下「懲役」とい

う。）、旧刑法第十三条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）又は旧刑法第十六条

に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち無期の

懲役又は禁錮はそれぞれ無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期

及び短期（刑法施行法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする有期拘

禁刑と、旧拘留は長期及び短期（刑法施行法第二十条の規定の適用後のものを含む。）

を同じくする拘留とする。 

（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 

第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁判の効力並びにその執行については、

次章に別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せられた者に係る人の資格に関する法令の

規定の適用については、無期の懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ無期拘禁刑に

処せられた者と、有期の懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ刑期を同じくする有

期拘禁刑に処せられた者と、旧拘留に処せられた者は拘留に処せられた者とみなす。 
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２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の法律の規定によりなお従前の例による

こととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の法律の規定の

例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に

処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じ

くする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に

処せられた者とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等一部改正法等の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一部を改正する法律＝令和四年六月法律

第六七号〕施行日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略〕 
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本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律 

発令    ：平成 28年 6月 3日号外法律第 68号 

最終改正：平成 28年 6月 3日号外法律第 68号 

改正内容：平成 28年 6月 3日号外法律第 68号[平成 28年 6月 3日] 

 

○本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律 

〔平成二十八年六月三日号外法律第六十八号〕 

〔総務・法務・文部科学大臣署名〕 

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律を

ここに公布する。 

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法

律 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本的施策（第五条―第七条） 

附則 

我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由とし

て、適法に居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを

煽（せん）動する不当な差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦痛を

強いられるとともに、当該地域社会に深刻な亀裂を生じさせている。 

もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、こうした事態をこのまま

看過することは、国際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふさわしいもの

ではない。 

ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに、更なる

人権教育と人権啓発などを通じて、国民に周知を図り、その理解と協力を得つつ、不当

な差別的言動の解消に向けた取組を推進すべく、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であ

ることに鑑み、その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を

明らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」とは、専ら本邦

の域外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住する

もの（以下この条において「本邦外出身者」という。）に対する差別的意識を助長し
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又は誘発する目的で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える

旨を告知し又は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外にある国又は地域の

出身であることを理由として、本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動する

不当な差別的言動をいう。 

（基本理念） 

第三条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する理解

を深めるとともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与

するよう努めなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施

策を実施するとともに、地方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消に向けた取組に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を

講ずる責務を有する。 

２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関

し、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努

めるものとする。 

第二章 基本的施策 

（相談体制の整備） 

第五条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずると

ともに、これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整

備するものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦

外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関

する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するよう努める

ものとする。 

（教育の充実等） 

第六条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実

施するとともに、そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦

外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施するとともに、

そのために必要な取組を行うよう努めるものとする。 

（啓発活動等） 

第七条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、国民

に周知し、その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとと

もに、そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦
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外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に周知し、その理

解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために

必要な取組を行うよう努めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（不当な差別的言動に係る取組についての検討） 

２ 不当な差別的言動に係る取組については、この法律の施行後における本邦外出身者

に対する不当な差別的言動の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加えられるものと

する。 
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部落差別の解消の推進に関する法律 

発令    ：平成 28年 12月 16日号外法律第 109号 

最終改正：平成 28年 12月 16日号外法律第 109号 

改正内容：平成 28年 12月 16日号外法律第 109号[平成 28 年 12 月 16日] 

 

○部落差別の解消の推進に関する法律 

〔平成二十八年十二月十六日号外法律第百九号〕 

〔総務・法務・文部科学大臣署名〕 

部落差別の解消の推進に関する法律をここに公布する。 

部落差別の解消の推進に関する法律 

（目的） 

第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って

部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の

享有を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの

認識の下にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関

し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相

談体制の充実等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差

別のない社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するか

けがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消

する必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別の

ない社会を実現することを旨として、行われなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとと

もに、地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情

報の提供、指導及び助言を行う責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切

な役割分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実

情に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。 

（相談体制の充実） 

第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとす

る。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落

差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。 

（教育及び啓発） 
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第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落

差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。 

（部落差別の実態に係る調査） 

第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力

を得て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 
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差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第十条） 

第二章 人権施策基本方針（第十一条） 

第三章 不当な差別その他の人権問題を解消するための体制の整備 

第一節 相談体制（第十二条） 

第二節 不当な差別に係る紛争の解決を図るための体制（第十三条―第十八条） 

第四章 不当な差別その他の人権問題を解消するための基本的施策（第十九条―第

二十四条） 

第五章 三重県人権施策審議会（第二十五条） 

第六章 雑則（第二十六条・第二十七条） 

附則 

 

全ての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平等で

あり、いかなる事由による不当な差別も受けることなく、個人として尊重され、基本

的人権の享有が保障されなければならない。この基本的人権は、人類の多年にわたる

自由獲得の努力の成果であって、侵すことのできない永久の権利である。こうした世

界人権宣言、人権に関する諸条約及び日本国憲法の理念は、人類普遍の原理である。 

このような理念の下、人権が尊重される社会の実現に向けて世界的に不断の努力が

続けられている。地方公共団体における人権尊重に関する先駆的な取組も踏まえ、近

年、我が国においては、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、「本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」及び「部

落差別の解消の推進に関する法律」が制定されるなど、不当な差別の解消等を図るた

めの人権尊重に関する法整備が進められつつある。 

三重県においては、不当な差別をはじめとする人権問題の解消に向けて取り組んで

きた先人たちの努力により、県民の間において人権を大切にする意識が醸成されてき

た。こうした中、三重県議会では平成二年に全国に先駆けて人権県宣言を決議し、県

においても人権が尊重される社会の実現に関する施策に取り組んできた。 

しかしながら、現在もなお、不当な差別をはじめとする人権問題が存在している。 

これらの人権問題については、人権侵害行為を受けた者等にその解決の責任がない

ことは当然であり、人権侵害行為を行った者等がその責任を負わなければならない。

また、これらの人権問題の多くは、社会構造の中で生じており、社会として解決して

いくことが必要である。私たち一人一人がその当事者であるとの認識の下、自他の人

権を尊重し、不当な差別をはじめとする人権問題の解消に向けて取り組んでいかなけ

ればならない。 

ここに、私たちは、世界人権宣言、人権に関する諸条約及び日本国憲法の理念の下、

人権県宣言の趣旨にのっとり、社会全体の共通認識としてあらゆる不当な差別をはじ

めとする人権侵害行為を許さないと改めて宣言するとともに、不当な差別その他の人

権問題のない、人権が尊重される社会を実現することを決意し、この条例を制定する。 

Administrator
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第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、不当な差別その他の人権問題の解消をはじめとする人権尊重に

関し、基本理念を定め、及び県の責務等を明らかにするとともに、その施策の基本

となる事項を定めることにより、不当な差別その他の人権問題の解消を推進し、も

って不当な差別その他の人権問題のない、人権が尊重される社会の実現を図ること

を目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 人種等の属性 人種、皮膚の色、国籍、民族、言語、宗教、政治的意見その他の

意見、年齢、性別、性的指向、性自認、障がい、感染症等の疾病、職業、社会的身

分、被差別部落の出身であることその他の属性をいう。 

二 不当な差別 人種等の属性を理由とする不当な区別、排除又は制限であって、あ

らゆる分野において、権利利益を認識し、享有し、又は行使することを妨げ、又は

害する目的又は効果を有するものをいう。 

三 人権侵害行為 不当な差別、いじめ、虐待、プライバシーの侵害、誹謗
ひ ぼ う

中傷その

他の他人の権利利益を侵害する行為（インターネットを通じて行われるものを含

む。）をいう。 

四 人権問題 人権侵害行為その他の人権に関する問題をいう。 

 

（基本理念） 

第三条 不当な差別その他の人権問題を解消するための取組その他の人権尊重に関す

る施策（以下「人権施策」という。）及び県民、事業者等が行う人権尊重に関する活

動は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなければならない。 

一 社会のあらゆる分野において人権が尊重されること。 

二 対話を通じて不当な差別その他の人権問題の解消を図ることが重要であること。 

三 不当な差別その他の人権問題の解消に当たって障壁となるような社会における

制度、慣行、観念等の改善を図ること。 

四 人権侵害行為の意図の有無にかかわらず、その解消を図ること。 

五 人権侵害行為を行った者等がその責任を自覚し、及び人権侵害行為を受けた者

等の心情等を理解することを社会として促進すること。 

六 人権侵害行為を受けた者等がその困難を乗り越えることができるよう社会とし

て支えていくこと。 

七 不当な差別その他の人権問題の解消を図ることにより、多様性が尊重され、誰一

人取り残されることのない共生社会の実現に寄与すること。 

 

第四条 何人も、不当な差別をはじめとする人権侵害行為をしてはならない。 
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２ 何人も、共通の人種等の属性を有する不特定多数の者に対して当該人種等の属性

を理由として人権侵害行為をすることを助長し、又は誘発する目的で、当該不特定

多数の者が当該人種等の属性を有することを容易に識別することを可能とする情報

を公然と摘示する行為をしてはならない。 

 

（県の責務） 

第五条 県は、前二条に定める基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、

県行政のあらゆる分野において人権尊重の視点に立って取り組むとともに、不当な

差別その他の人権問題を解消するための取組をはじめとする人権施策を総合的、積

極的かつ計画的に推進するものとする。 

２ 県は、人権施策を推進するに当たっては、関係部局等相互の緊密な連携を図ると

ともに、国、関係機関、関係団体その他の関係者と連携協力するものとする。 

３ 県は、県が設置する公の施設（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百

四十四条第一項に規定する公の施設をいう。）における人権侵害行為の防止に努める

ものとする。 

 

（県民の責務） 

第六条 県民は、基本理念にのっとり、自ら人権意識の高揚に努めるとともに、相互

に人権を尊重しなければならない。 

２ 県民は、基本理念にのっとり、県が実施する人権施策に協力するものとする。 

３ 県民は、基本理念にのっとり、不当な差別その他の人権問題に対して傍観するこ

となく、これらの解消に向けてそれぞれの立場において主体的に取り組むよう努め

るものとする。 

 

（事業者の責務） 

第七条 事業者は、基本理念にのっとり、自ら人権意識の高揚に努めるとともに、従

業員その他の関係者の人権を尊重しなければならない。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、従業員の人権意識の高揚を図るなど、その事業

活動において、人権尊重の視点に立って取り組むとともに、県が実施する人権施策

に協力するものとする。 

３ 事業者は、基本理念にのっとり、不当な差別その他の人権問題に対して傍観する

ことなく、これらの解消に向けてそれぞれの立場において主体的に取り組むよう努

めるものとする。 

 

（特定電気通信役務提供者の責務） 

第八条 特定電気通信役務提供者（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及

び発信者情報の開示に関する法律（平成十三年法律第百三十七号）第二条第三号に

規定する特定電気通信役務提供者をいう。次項において同じ。）は、基本理念にのっ

とり、インターネットを通じて行われる人権侵害行為の解消のために必要な役割を

果たすよう努めるものとする。 
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２ 特定電気通信役務提供者は、インターネット上において、その用いる特定電気通

信設備（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関

する法律第二条第二号に規定する特定電気通信設備をいう。以下この項において同

じ。）の記録媒体（当該記録媒体に記録された情報が不特定の者に送信されるものに

限る。）に情報が記録され、又は当該特定電気通信設備の送信装置（当該送信装置に

入力された情報が不特定の者に送信されるものに限る。）に情報が入力されることに

よって人権侵害行為が行われていることを知った場合であって、当該人権侵害行為

に係る情報の不特定の者に対する送信を防止する措置を講ずることが技術的に可能

なときは、当該措置を講ずるものとする。 

 

（三重県議会の議員、知事その他の県の公務員の責務） 

第九条 三重県議会の議員、知事その他の県の公務員は、基本理念にのっとり、高い

人権意識を持ち、この条例の目的を達成するため、率先して積極的な役割を果たす

ものとする。 

 

（県と市町との協働） 

第十条 県は、市町と協働して人権施策を実施するとともに、市町に対し、県と協働

して不当な差別その他の人権問題のない、人権が尊重される社会の実現に努めるこ

と及び県が実施する人権施策に協力することを求めるものとする。 

２ 県は、市町と不当な差別その他の人権問題に関する相談の事例等の情報の共有を

図るとともに、市町が実施する人権施策について必要な助言その他の支援を行うも

のとする。 

 

第二章 人権施策基本方針 

第十一条 知事は、人権施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権施策の基本

となる方針（以下「人権施策基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 人権施策基本方針は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 不当な差別その他の人権問題の解消をはじめとする人権尊重の基本理念 

二 人権教育及び人権啓発に関すること。 

三 不当な差別その他の人権問題を解消するための体制に関すること。 

四 不当な差別その他の人権問題に係る分野ごとの施策に関すること。 

五 前各号に掲げるもののほか、人権施策を推進するために必要な事項 

３ 知事は、人権施策基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ、三重県人権施策

審議会の意見を聴き、議会の議決を経なければならない。 

４ 前項の規定は、人権施策基本方針の変更について準用する。 

５ 知事は、毎年一回、人権施策基本方針に基づく人権施策の実施状況について報告

書を作成し、議会に報告するとともに、これを公表しなければならない。 
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第三章 不当な差別その他の人権問題を解消するための体制の整備 

第一節 相談体制 

第十二条 県は、不当な差別その他の人権侵害行為を受けた者、その家族その他の者

からの人権侵害行為その他の人権問題に関する相談に応じなければならない。 

２ 県は、前項の相談（以下この章において単に「相談」という。）があったときは、

次に掲げる業務を行うものとする。 

一 市町、関係機関等と必要に応じて連携して、助言、調査、関係者間の調整その他

の必要な対応を行うこと。 

二 必要に応じ、関係機関への通告、通報その他の通知を行うこと。 

３ 相談に応ずる者は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も同様とする。 

４ 県は、第二項の業務を円滑かつ効果的に行うために必要な人員を確保するととも

に、相談に応ずる者に対し、同項の業務の遂行に必要な知識及び技能を習得させ、

及び向上させるために必要な研修を行うものとする。 

 

第二節 不当な差別に係る紛争の解決を図るための体制 

（助言、説示及びあっせんの申立て） 

第十三条 不当な差別を受けた者（属性情報収集等の対象となった者を含む。第三項

において同じ。）、その家族その他の関係者は、不当な差別（属性情報収集等を含む。

第十五条において同じ。）に係る紛争（以下「差別事案」という。）に関し、相談を経

てもその解決が期待できないと認められるときは、知事に対し、当該差別事案を解

決するために必要な助言、説示又はあっせんを行うべき旨の申立てをすることがで

きる。 

２ 前項の「属性情報収集等」とは、正当な理由なく、特定の者が有する人種等の属性

に関する情報であって、その者に対する不当な差別を助長し、又は誘発するおそれ

があるものの収集を行い、依頼し、又は受託する行為をいう。 

３ 不当な差別を受けた者の家族その他の関係者は、不当な差別を受けた者の意思に

反して第一項の申立てをすることができない。 

４ 第一項の申立ては、当該申立てに係る差別事案が次のいずれかに該当するときは、

することができない。 

一 裁判所による判決、公的な仲裁機関又は調停機関による裁決等により確定した

権利関係に関するものであること。 

二 裁判所又は公的な仲裁機関若しくは調停機関において係争中のものであること。 

三 法令（民事調停法（昭和二十六年法律第二百二十二号）を除く。）に基づくあっ

せん、調停、和解の仲介又は紛争の解決の援助の申請等をすることができる紛争に

関するものであること。 

四 行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）その他の法令に基づく不服申立

て又は苦情の申出をすることができる行政庁の処分その他公権力の行使又は職員

の職務執行に関するものであること。 

五 障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例（平成三
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十年三重県条例第六十九号）第十八条第一項の申立てをすることができるもので

あること。 

六 行為の日（継続する行為にあっては、その行為の終了した日）から三年を経過し

たものであること。 

七 現に犯罪の捜査の対象となっているものであること。 

八 差別事案に係る相手方（以下この節において単に「相手方」という。）が不明で

あるものであること。 

 

（助言、説示及びあっせん） 

第十四条 知事は、前条第一項の申立て（以下単に「申立て」という。）があったとき

は、当該申立てをした者（以下この節において「申立人」という。）、相手方その他の

関係人（説示にあっては、相手方又はその者を指導し、若しくは監督する者に限る。）

に対し、助言、説示又はあっせんを行うものとする。ただし、助言、説示又はあっせ

んを行うことが適当でないと認められるときは、この限りでない。 

２ 知事は、申立てがあったときは、当該申立てに係る差別事案の事実関係について

調査を行うことができる。この場合において、申立人、相手方その他の関係人は、正

当な理由がある場合を除き、これに協力しなければならない。 

３ 知事は、助言（第一項の規定による助言に限る。以下この節において同じ。）、説示

若しくはあっせん又は前項の調査を行うに当たり必要があると認めるときは、その

対象となる差別事案に関係する県の機関に対し、資料の提出、意見の開陳、説明そ

の他の必要な協力を求めることができる。 

４ 知事は、助言、説示又はあっせんを行うに当たり必要があると認めるときは、三

重県差別解消調整委員会の意見を聴くものとする。 

５ 助言、説示又はあっせんの対象となる差別事案の当事者が県又は県が設立した地

方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項

に規定する地方独立行政法人をいう。）であるときは、前項の規定にかかわらず、知

事は、助言、説示又はあっせんを行うに当たり、三重県差別解消調整委員会の意見

を聴くものとする。 

６ 知事は、あっせんによっては申立てに係る差別事案の解決の見込みがないと認め

るときは、あっせんを打ち切ることができる。 

 

（勧告） 

第十五条 知事は、助言、説示又はあっせんを行った場合において、不当な差別に該

当する行為をしたと認められる者が、正当な理由なく当該助言、説示又はあっせん

に従わないときは、当該者に対して、必要な措置をとるよう勧告することができる。 

 

（意見の聴取） 

第十六条 知事は、前条の規定による勧告をする場合には、あらかじめ、期日、場所、

差別事案の内容及び当該期日への出頭に代えて陳述書、証拠書類等を提出すること

ができることを示して、勧告の対象となる者又はその代理人（以下この条において
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「対象者等」という。）の出頭を求めて、意見の聴取を行わなければならない。 

２ 対象者等は、前項の期日への出頭に代えて、知事に対し、当該期日までに陳述書、

証拠書類等を提出することができる。 

３ 知事は、対象者等が正当な理由なく意見の聴取（前項の規定による陳述書、証拠

書類等の提出を含む。）に応じないときは、第一項の規定にかかわらず、意見の聴取

を行わないで勧告することができる。 

 

（助言、説示及びあっせん並びに勧告の状況の公表） 

第十七条 知事は、差別事案の発生の防止又は差別事案が発生した場合における当該

差別事案の解決に資するため、助言、説示若しくはあっせん又は勧告を行った場合

において、申立人、相手方その他の関係人の秘密を除いて、必要な事項を一般に公

表するものとする。ただし、特別の事情があるときは、公表しないことができる。 

 

（三重県差別解消調整委員会） 

第十八条 第十四条第四項及び第五項の規定に基づく知事の諮問に応じて調査審議を

行わせるため、知事の附属機関として、三重県差別解消調整委員会（以下「調整委員

会」という。）を置く。 

２ 調整委員会は、委員十人以内で組織する。 

３ 前項の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の十分の四

未満とならないものとする。ただし、知事が、やむを得ない事情があると認めた場

合は、この限りでない。 

４ 委員は、調整委員会の権限に属する事項に関し公正な判断をすることができ、か

つ、人権に関して高い識見及び豊かな経験を有する者のうちから知事が任命する。 

５ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 調整委員会に、差別事案に係る専門の事項を調査審議させるため、専門委員を置

くことができる。 

８ 専門委員は、差別事案に係る専門の学識経験のある者のうちから、知事が任命す

る。 

９ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査審議が終了したと

きは、解任されるものとする。 

10 委員及び専門委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その

職を退いた後も同様とする。 

11 調整委員会は、調査審議を行うために必要があると認めるときは、申立人、相手

方その他の関係人に対し、その出席若しくは映像及び音声の送受信により相手の状

態を相互に認識しながら通話をすることができる方法による参加を求めて説明若し

くは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

12 前各項に定めるもののほか、調整委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 
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第四章 不当な差別その他の人権問題を解消するための基本的施策 

（人権教育及び人権啓発） 

第十九条 県は、市町、関係機関等と連携し、学校教育等を通じて、誰もが等しく基本

的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであることその他の人

権尊重の理念を体得させ、不当な差別その他の人権問題の解消に向けて主体的に取

り組むことができる実践力を育むため、必要な人権教育を積極的に行うものとする。 

２ 県は、市町、関係機関等と連携し、誰もが等しく基本的人権を享有するかけがえ

のない個人として尊重されるものであることその他の人権尊重の理念に対する理解

を深め、不当な差別その他の人権問題の発生を防止するため、必要な人権啓発を積

極的に行うものとする。 

３ 県は、市町、関係機関等と連携し、不当な差別その他の人権問題に係る当事者が

その困難を克服することを支援するため、人権侵害行為による被害に係る支援に関

する制度の周知その他の人権啓発を積極的に行うものとする。 

４ 前三項の人権教育及び人権啓発（次項において単に「人権教育及び人権啓発」と

いう。）は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、県民が、その発達

段階に応じ、当該人権教育及び人権啓発に係る内容に対する理解を深め、これを体

得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用及び県民の自発

性の涵
かん

養を旨として行われなければならない。 

５ 県は、人権教育及び人権啓発を担う人材の育成及び確保を図るものとする。 

 

（人権侵害行為による被害の救済） 

第二十条 県は、市町、関係機関等と連携し、人権侵害行為による被害の救済を図る

ため、人権侵害行為を受けた者に対して、情報の提供その他の必要な支援を行うも

のとする。 

 

（実態調査） 

第二十一条 県は、市町、関係機関等と連携し、人権施策を効果的に実施するため、不

当な差別その他の人権問題の実態を把握するための調査を行うものとする。 

２ 県は、前項の調査を実施するに当たっては、当該調査により新たな不当な差別そ

の他の人権問題が生じないよう留意しなければならない。 

 

（情報の収集、蓄積及び分析） 

第二十二条 県は、市町、関係機関等と連携し、人権施策を効果的に実施するため、不

当な差別その他の人権問題に関する相談の事例等の必要な情報の収集、蓄積及び分

析を行うものとする。 

 

（インターネットを通じて行われる人権侵害行為の防止） 

第二十三条 県は、インターネットを通じて行われる人権侵害行為を防止するため、
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モニタリング（インターネット上の人権侵害行為に係る情報を監視することをい

う。）、インターネット上での人権啓発、インターネットの適切な利用に関するリテ

ラシーの向上を図るための教育及び啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（災害等の発生時における人権侵害行為の防止等） 

第二十四条 県は、災害その他緊急事態の発生時において人権侵害行為を防止し、及

び人権を尊重するため、災害その他緊急事態の発生時における人権侵害行為を助長

し、又は誘発するおそれのある風説の流布の防止のための対策その他の必要な措置

を講ずるものとする。 

 

第五章 三重県人権施策審議会 

第二十五条 人権施策基本方針その他人権施策について調査審議するため、知事の附

属機関として、三重県人権施策審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、人権施策に関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。 

３ 審議会は、委員二十人以内で組織する。 

４ 前項の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の十分の四

未満とならないものとする。ただし、知事が、やむを得ない事情があると認めた場

合は、この限りでない。 

５ 委員は、人権に関し学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

６ 委員の任期は二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

７ 委員は、再任されることができる。 

８ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で

定める。 

 

第六章 雑則 

（財政上の措置） 

第二十六条 県は、この条例の目的を達成するため、必要な財政上の措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

 

（規則への委任） 

第二十七条 この条例に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第三章の規定は、令和五年四月一日

から施行する。 
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（準備行為） 

２ 調整委員会の委員の選任のために必要な行為その他の第三章の規定の施行のため

に必要な準備行為は、同章の規定の施行の日前においても行うことができる。 

 

（人権施策基本方針に関する経過措置） 

３ この条例の施行の際現に存するこの条例による改正前の人権が尊重される三重を

つくる条例第五条第一項の規定に基づく人権施策基本方針は、この条例による改正

後の差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例（次項及び附則第五項にお

いて「新条例」という。）第十一条第一項の規定に基づく人権施策基本方針が定めら

れるまでの間、同項の規定に基づく人権施策基本方針とみなす。 

 

（助言、説示又はあっせんの申立てに関する期間に関する経過措置） 

４ この条例の公布の日から令和五年三月三十一日までの間に、新条例第十三条第四

項第六号の期間が経過することとなる差別事案については、同項の規定にかかわら

ず、同年四月一日から起算して六月以内に限り、申立てをすることができる。 

 

（審議会の委員に関する経過措置） 

５ この条例の施行の際現に従前の三重県人権施策審議会の委員である者は、この条

例の施行の日に、新条例第二十五条第五項の規定により審議会の委員に任命された

ものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、

同条第六項の規定にかかわらず、同日における従前の三重県人権施策審議会の委員

としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

 

（検討） 

６ この条例の規定については、この条例の施行後おおむね四年ごとに検討が加えら

れ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 
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○伊賀市人権尊重都市宣言 

平成17年９月26日告示第175号 

伊賀市人権尊重都市宣言 

すべての人々の人権が尊重され、平和で自由と平等が保障される社会の実現は、私た

ち一人ひとりの願いであり、全世界共通の願いです。 

しかしながら、現実の社会生活においては、依然として人権が侵害されるさまざまな

事象が起こるなど、予断と偏見による差別意識が今なお根強く存在しています。この問

題を解決することは国民的緊急課題であり、私たち市民に課せられた責務であります。 

私たちは、人権が確立される地域社会を目指し、市民がともに学びあい、実践し、自

らの人権意識を高め、より豊かで確かな人権感覚を身につけ、部落差別をはじめとする

あらゆる差別を撤廃し、人権尊重の輪を大きく広げていかなければなりません。 

私たちは、日本国憲法及び世界人権宣言の基本理念に基づき、すべての市民の人権が

保障される明るく住みよい地域社会を築くため、ここに人権尊重都市「伊賀市」を宣言

します。 
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○伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例 

平成16年11月１日条例第146号 

伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例 

伊賀市は、６市町村（上野市、伊賀町、島ヶ原村、阿山町、大山田村、青山町）の合

併により発足したが、旧市町村のすべてがそれぞれ人権宣言、人権条例を制定し、部落

差別を中心としたあらゆる差別の撤廃に向けて取り組んできた。 

しかし、依然として差別事件・事象が発生している現状を踏まえて、市が市民・企業・

団体等と協働して旧市町村からの取り組みを深め、部落差別をはじめとするあらゆる差

別をなくし、人権が尊重される明るく住みよい社会を実現するため、この条例を制定す

る。 

（目的） 

第１条 この条例は、「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。法の下に

平等である。」ことを定めた日本国憲法、同和対策審議会答申の精神、人権教育及び

人権啓発の推進に関する法律（平成12年法律第147号）並びに世界人権宣言を基本理

念として、人間の尊厳が侵されることなく、何人も基本的人権が真に保障されるよう

部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくし、もって差別のない人権が尊重される、

明るく住みよい社会の実現を図るとともに、市民・企業・団体等（以下「市民等」と

いう。）の人権意識の高揚に寄与することを目的とする。 

（市の責務） 

第２条 市は、前条の目的を達成するため、すべての分野にわたり人権尊重の視野に立

った必要な施策を積極的に推進する責務を有する。 

（市民等の責務） 

第３条 市民等は、相互に基本的人権を尊重し、国、県及び市が実施する部落差別をは

じめとするあらゆる差別をなくすための施策に積極的に参加、協力するよう努めなけ

ればならない。 

（差別行為等の禁止） 

第４条 市民等は、部落差別をはじめとするあらゆる差別行為及び差別事件・事象の発
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生を助長する行為をしてはならない。 

（市の施策） 

第５条 市は、部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくすため、生活環境の改善、

社会福祉の充実、産業の振興、就労の安定、教育・文化の向上及び市民等の人権意識

の高揚を図るとともに、人権擁護の社会的環境の醸成等の施策を総合的かつ計画的に

推進するものとする。 

（啓発活動の充実） 

第６条 市は、市民等の人権意識の高揚を図り、差別を許さない世論の形成に寄与する

ため、きめ細かな啓発活動を行うとともに、人権啓発指導者の育成及び啓発組織の充

実に努めるものとする。 

（総合計画の策定及び調査等の実施） 

第７条 市は、前２条の諸施策を推進するため、総合計画を策定するとともに、定期的

又は必要に応じて各種の調査を行うものとする。 

（推進体制の充実） 

第８条 市は、部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくすために施策を効果的に推

進するため、国、県及び人権関係機関・団体等との連携を深め、行政組織の整備・充

実に努めるものとする。 

（審議会） 

第９条 市は、部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃及び市民等の人権擁護に関

する事項を調査審議する機関として、審議会を置く。 

２ 審議会の組織及び運営等に関する事項は、市長が別にこれを定める。 

（委任） 

第10条 この条例の施行に関して必要な事項については、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成16年11月１日から施行する。 
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 第２次伊賀市総合計画第３次基本計画 

    https://iga-city-keikaku.com/ 

 

 

 

 第３次伊賀市人権施策総合計画 

https://www.city.iga.lg.jp/0000001938.html 

 

 

 

 伊賀市教育大綱 

    https://www.city.iga.lg.jp/0000003118.html 

 

 

 

 伊賀市人権同和教育基本方針 

https://www.city.iga.lg.jp/0000003415.html 
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